
研究No.0224

手壊し解体工法による古材の有効利用に関する研究

一モデル解体工事に基く実証的研究「一
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木造住宅の解体工事から発生する廃木材の効率的な再資源化を図るため,柱,梁などの主要な部材を生かし取りし,再び建築用材等に

使用する手壊し解体工法を考案した。実際に手壊し解体工法により工事を行い,発生する廃棄物の翻1」と数量,特に,廃木材の性状と数

量を調査し,手壊し解体工法と現在r般に行われている機械併用錫1」解体工法とを,解体工事,㈱里再資源化の各過程において

環境及び経済的側面から比較検討した。手壊し解体工法は分男1」解体工法と比較して全過程を通してエネルギー消費,所要経費ともに少

なく,得られた木材は,古材,再製枕集成材く修整・加工し,建築用材として再び住宅建築に有効看1朔できることがわかった。これら

は建築材料として住宅中に再びストックされることから,CO2の発生抑制に一定の効果を有する。

キーワード:1)解体廃木材,2)再資源ft3)手壊し解体4)分捌鱗5)在来軸組構法

6)縣7)灘8)CO2繍り
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1.はじめに

今日,循環型社会の生産及び生活様式をめざした廃棄

物の再資源化が盛んに行われるようになったが,個別に

検証していくと様々な問題点を内在している。一例をあ

げると,有機物性残渣のコンポスト化一農地還元は,過

剰の受入れにより地下水の富栄養化を引き起こしかねな

い状況にあり,廃プラスチック類のリサイクルは,繰返

し再生することにより材料の品質劣化が進み,短いライ

フサイクルで廃棄されてしまう宿命を抱えている。これ

らは,従来の大量生産,大量消費,大量廃棄型の社会経

済システムの根幹を変えない限り,再資源化の意図に反

してエネルギー消費や環境負荷がかえって増大する可能

性すらある文1)。

建設業から発生する産業廃棄物は,全産業から発生す

るそれの約20%を占めているが,これまでに,廃棄物の

発生抑制や有効利用の促進などの施策が講じられ,最終

処分量は,平成12年度までの5年間で約3分の1に減少

している。しかしながら,建設発生廃木材は,その大半

が焼却処分注1)され,そのリサイクル率は,建設副産物

の中でもアスファルト・コンクリート塊の98%,コンク

リート塊の96%と比較して低く38%にとどまっている文

2)。

料大分県衛生環境研究センター

桝鹿児島大学助教授

主幹研究員 *2大分大学助手

*5大分大学助教授

*3大分大学教授

*6大分大学教授

一227一 住総研研究年報No.30,2003年版



表1-1分別解体の工法

   順序解体工事の工程工法

   1建築設備,内装材その他の建築物の部分(屋根ふき材,外装材及び構造耐力上主要な部分を除く。)手作業
   2屋根ふき材手作業

   3外装材,構造耐力上主要な部分手作業機械作業
   4基礎及び基礎ぐい手作業機械作業
(表注)建設リサイクル法に規定する工法

建設発生廃木材の大半は,木造住宅の解体により発生

することから住宅解体の実態が調査され,発生物の種別

ごとの数量や,解体に要した手間数等が明らかにされて

いる文3～7)。しかしながら,これらの調査が廃棄物発生

量の把握や分別方法の検討を目的に行ったものが多く,

再資源化を促進するための知見を得るためには,さらに

別の角度からの調査が必要である。

2002年5月に本格施行された「建設資材再資源化法

(建設リサイクル法)」により,廃木材についても再資源

化が義務付けられたため,業界では木造住宅の解体に分

別解体工法(以下,「分別法」と言う。)を取り入れた文

8・9)。この工法は,同法施行規則第2条第2項の規定に基

づくもので,表1-1に示すとおり瓦,建具,石膏ボード,

内部造作などをあらかじめ手壊しで除去した後,躯体と

なる外壁,軸組を重機で解体するもので,廃木材をガレ

キから分別するのはある程度可能となったが,柱や梁な

どの主要部材が重機により取り壊されるため破損してし

まい,建築用材としてリサイクルすることが困難なため,

もっぱら木材チップに加工され紙パルプ,木質ボード,

コンポスト,燃料用等に有効利用されてきた。近年,こ

れらの製品の需要が低迷しているところに加え,建設リ

サイクル法の施行に伴い多くの廃木材が木材チップに再

資源化されて供給過剰になっていることから,新たな用

途開発が求められている。

一方,住宅の移築や再生などの目的で行われる手作業

で行う丁寧な解体法は,軸組の仕口,継手の構造を保存

し,欠損の無い完全な部材を得ることができるため,こ

れらの部材をそのまま使用して新たに住宅を建築するこ

とができるが,解体作業には高度な技術と多くの手間数

を要するため,現在では歴史的に保存する価値のある建

築物などに限定して行われている。

そこで筆者らは,解体廃木材を建築用材等に活用する

ための適切な解体工法を見出すため,建築様式や解体工

法の異なる実際の解体工事をいくつか調査し,排出され

る廃木材の性状及び作業効率が解体工法の違いにより大

きく関係付けられていることを知ることができた。

この調査の成果をもとに,建築廃木材のうち半分近く

を占める柱,梁等の主要な部材(以下「主要部材」と言

う。)のみを丁寧に取り外し建築用材としてリサイクルす

るかたちの,すなわち,分別解体の作業効率性と移築解

体の部材保存性という両方の優れた点を取り入れた独自

の解体法(以下「手壊し法」と言う。)を考案した。文1°)
手壊し法と分別法との比較を行うために,建築様式,

規模,築後年数のほぼ同等な2棟の住宅をそれぞれ別々

の工法を用いて解体し,主要部材の性状や作業手間数等

の調査を行った。

さらに,建築様式や築後年数の異なるいくつかの住宅

解体を手壊し法で行い,発生する主要部材の種別,寸法,

数量,性状,力学的強度等を計測するとともに,その一

部について集成材に試験加工し構造用製材としての規格

試験を行った。

その結果,解体作業,廃棄物処理,再資源化の全過程

の総合評価において,手壊し法が分別法に比較してエネ

ルギー消費,所要経費ともに少なく,環境面及び経済面

において優れた有効利用システムであることがわかった。

また,手壊し法で得られた主要部材は,ごく少数の腐朽

材を廃棄し釘等の付着金物を除去すれば,建築用材にリ

サイクルするに当たり木質材料的に支障がないことがわ

かった。

2.木造住宅の解体工法

2.1解体工法の現状と問題点

木造住宅を解体して得られる廃木材は,1960年頃まで

は木材資源も少なく,主要部材は,そのまま建築用材と

して,残りの端材も燃料等として余すことなく使用され

ていた文11・12)。その後,社会経済の発展を背景に,より

迅速な住宅建設が要請され,機械を多用する解体が主流

となり,木材資源も建設ラッシュの需要を満たすために

海外から大量に供給されるようになった。このため廃木

材は,資源としてほとんど省みられることなく,分別可

能なものがかろうじてチップ材等に再資源化されるだけ

で,残りの多くは焼却処分されてきた。

近年,全国的に廃棄物の不適正な処分があとをたたず,

中でも建設解体廃棄物の占める割合が高く社会問題にな

ったことから注2),廃棄物の適正処分と発生量の削減,

すなわち解体発生物の再資源化率の向上が求められ,建

築物の解体工事に際し木材やコンクリート塊を分別し,

可能な限り再資源化する分別解体が定着してきた。

わが国の住宅建築様式の最も典型的な工法は,写真2

-1に示す構造の木造軸組構法(在来工法と呼ばれてい

る。)によるもので,図2-1のとおり平成12年着工戸数

の比率で木造住宅の80%,全住宅の36%を占めており,
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欝継

写真2-1木造軸組構法の解体工事

鉄筋コンクリート造,鉄骨造等他の工法の住宅と比較す

ると,使用されている建築材料は,木材主体で種類が少

なく,本来,リサイクルに適した設計であったが,近年,

異種材料が複雑に組み合わされた造りになっており,リ

サイクル率を高めるためには,解体や分別の仕方を工夫

する必要がある。

全国の木造住宅の解体戸数は,住宅・土地統計調査及

び建築動態統計調査の結果から,秋山文13)の方法などに

基づき推計すると1998年現在において459(千戸)とな

り,これを元に木造住宅の解体から発生する廃木材の数

量を求めると約500万トン/年に達し,再資源化の促進

は急務となっている。

木造住宅の解体の仕方やその呼称については,現在の

ところまだ統一されたものがないため,社団法人全国解

体工事業団体連合会,本多ら,建設リサイクル法の呼称

骨
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鉄
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鉄筋コンク
リート
25%

木造軸組
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ツーバイ

木質フオー
プレハブ6%
3%

図2-1住宅の構造別工法別着工戸数
(平成12年「住宅着工統計」から)

や分類を参考にしたうえで,本稿においては,解体工法

の種別とその内容について表2-1にまとめた。表中で

手壊し解体とあるのが筆者らの考案した手壊し法であ

り,分別解体とあるのが現行の分別法で本調査において

比較対象とした工法である。

2.2新たな解体工法の考案

前述の解体工法を見出すために行った解体工事の調

査及びその後に行った詳細にわたる調査をもとに,従来

から行われてきた機械を使用した解体工法及び現行の

分別解体工法において,廃木材の建築用材への有効利用

表2-1木造住宅の解体工法の比較

   種別解体工法の特徴発生する廃木材の状態

   機械解体全工程を機械により解体する.解体発生物はほとんど混合状態で,ミンチ解体とも呼ばれる.解体作業は短時間で済むが,混合廃棄物の処分が困難で不適正処分の要因となる.廃木材に折れ,裂け等の破損が見られる.混合廃棄物の分別は困難をきわめる.
   分別解体廃木材とガレキ類を可能な限り分別するため瓦,建具類,石膏ボード等をあらかじめ手壊しで除去した後,軸組を機械により解体する.建設資材再資源化法に規定する標準的工法廃木材には破損が見られるが,チップ・ボード材等に有効利用できる.

   手壊し解体*建物の大部分を手壊しで解体する工法断面の大きな廃木材を付加価値の高い建築用材として有効利用するのが目的で,作業効率を考慮して適所に動力工具や機械を使用する.柱,梁等の主要部材を生かし取りする.状態に応じてカスケード的有効利用ができる.
   移築解体住宅再生や移築を目的とした解体工法使用可能な部材をすべて,破損しないように丁寧に取り外し再使用するもので,高度な解体技術と相当な作業日数を要する.再使用する部材は,仕口・継手の形状を保存し,健全な状態で取り出す.
*手壊し解体は,筆者らが考案した解体工法のことで,本稿では,処理・処分,再資源化工程まで含めた一連のシス

テムを「手壊し法」と呼び,同じく分別解体に対応する「分別法」との比較を行っている。
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表2-2廃木材の建築用材への有効利用を妨げる要因

  材に欠損を生じ建築用材への再利用は不可
  解
  体端材の多くは混合廃棄物となり分別が困難
  法野放図な解体,廃棄物処理が容認されてきた

  金物,電線,塗料,モルタル等の異物の付着

  木表面の劣化・汚損及び材の腐朽・蟻害がある
  材仕口,継手,貫穴,切欠きなどの欠損がある
  の

  性寸法(特に,長尺方向)が不揃い

  状材の欠損等に起因する強度不足がある
  一時期の住宅建築に低質の木材が多用された

  健全材を得るには手壊し解体の技術が必要

  技術廃木材の製材,集成材化技術が未開発
  要因古材を再使用する伝統工法の継承がない

  解体が困難な建築構造の増加

  手壊し解体によると手間賃がかさむ

  経済主な用途であるチップ材の需要が低迷
  要因採算の採れるリサイクル用途がない

  総合的な再資源化施設の投資額が過大

(表注)本表に示したほか,本多・山田文12)による阻

害要因の分析が参考になる。

表2-3手壊し法の要点

作業は,手順書に基づき画一化され,特別の技能

を必要としない。

建設機械や動力工具を適宜使用し,作業効率を高

める。

主要部材を無傷で取り出し,付加価値の高い有効

利用を行う。

解体作業と並行して発生材を区分けし,運搬・処

分の効率化を図る。

釘・付着物の除去,汚損・腐朽の点検を行い,品

質を確保する。

有用材の数量,廃棄物の処分費用を考慮し,本工

法の採否を判断する。

主要部材の品質を評価し,最も費用対効果の高い

用途を選択する。

古材の一時保管場所を確保し,現場作業の効率化

 を図る。

を妨げる要因をカテゴリー別に分析した結果を表2-2

にまとめた。これら阻害要因のうち,技術的要因及び経

済的要因によるものはさておき,木材の性状等を向上さ

せる決め手となるのは解体工法の改善であることがわ

かった。

主要部材が建築用材として再利用されていた時代の

解体工事は、解体職人による伝統的技術による手壊し解

体が普通に行われていたが、今日の解体工事に従事する

作業員は、伝統的技術に通じておらず、手壊し法を導入

するに当っては、工事の段取り、作業の安全衛生、生か

し取りする主要部材の種別、その取出し方法等について、

工事設計書や作業手順書による的確な指示が必要とな

る。分別法については、先に述べたように建設リサイク

ル法に準拠した作業手引書が示されており、手壊し法に

おいても同様の工事手順書を新たに作成する必要があ

った。

筆者らは、表2-2に示した阻害要因を解体作業の過

程において排除するとともに、熟練した技術を持たない

一般作業員が安全、容易、効率的に作業が行えるような

25工程69項目にわたる実用的な工事手順書を考案した。

また、この手順書には、工事に必要な資機材とそれらの

使用法の一覧を添付した。表2-1に示した手壊し解体

は、この手順書に従って行う工事であり、表2-3は,

その要点を整理したものである。また,表2-4は,分

別法と対比し全25工程に通し番号を付けて示した。

手壊し法が、分別法と異なる点は、次のとおりである。

手壊し法が、有用な部材が一定以上得られ手間数が比較

的少ない住宅を対象とするのに対し、分別法はすべての

住宅を対象とする。また、木材の有効利用法は、手壊し

法が、主要部材を建築用材に再利用し、残りをチップ材

に回すのに対し、分別法では、主としてチップ材として

再生利用する。使用機材は、手壊し法が、全工程で手持

ち工具を使用し、適宜、省力化のために動力工具、重機

を使用するのに対し、分別解体では、内装ばらしを手持

ち工具で行い、躯体は重機を使用する。

3調査方法

調査は,解体工事業者の請負工事から調査の目的に合

致するものを選択し,手壊し法については,筆者らが考

案した工法により,また,分別法については,日本建築

学会の解体工事施行指針及び(社)全国解体工事業団体

連合会の手引書に基づき作業員が工事を行い,筆者らの

指揮のもと5～6人の学生,大学院生が計測等を行った。

また,これらの調査に先立って行った解体工法を検討

する目的で行った調査については,特に,工事の仕方に

条件を付けることなく,実際に行われている住宅解体の

現状についてありのままを調査した。調査対象住宅の概

要を表3-1に示した。

3.1手壊し法と分別法との比較

隣接するA,B2棟の建築様式,規模,築後年数の等

しい公営住宅について,それぞれ手壊し法及び分別法に

よる調査を行った。
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表2-4手壊し法の作業手順

    区
    工程手壊分別

    分

    調①事前調査,②工事設計,③作業打合

    査せ

    ④車寄せ整備,⑤付帯設備撤去,⑥生
    準

    活用具搬出,⑦足場工事,⑧養生シー
    備

    ト工事

    内⑨家具,建具,⑩内壁,石膏ボード手作業

    部⑪胴縁間柱,⑫天井,造作
    手作

    ⑬モルタル,⑭サイディング,⑮ラス機械
    外業
    板使用
    壁(*)・

    ⑯建具枠,庇,戸袋

    屋⑰瓦,屋根材手作業

    根⑱ルーフィング,野地板,⑲垂木
    手作

    軸⑳小屋組み,⑳梁,桁,⑳柱,鴨居機械
    業

    組使用
    (**)

    床⑳床板,根太,⑳大引き,土台

    組⑳基礎コンクリートばらし,整地機械使用

★一部機械使用,鼎クレーン使用

1)解体発生物の調査

いずれの方法においても分別され計測可能な木くず,

コンクリート片,瓦,石膏ボード,金属・廃プラスチッ

ク類,混合廃棄物の6種類について,発生量及び再資源

化量を計測した。また,これらについて種類ごとの廃棄

物処分費用を調査した。

2)解体手間数の調査

作業工程ごとに従事した作業員の人数及び作業時間の

計測を行った。

3.2主要部材の数量及び性状等の調査

前述のA及び標準的な建築様式,規模の2階建住宅C,

D,Eについて,手壊し法により得られた主要部材の種

別,寸法,数量及び性状等の調査を行った。

1)目視による材質の判定

発生した主要部材の全てを対象に,構造用製材の日本

農林規格(JAS)の目視等級区分製材規格に基づき,貫

通割れ及び腐朽の程度について目視による材質判定を

行った。

2)材の欠損部分の計測

D,Eの主要部材の全数,それぞれ184,181本につ

いてほぞ,ほぞ穴,切欠き等の欠損箇所数の計測を行っ

 た。

3)付着金物類の計測

D,Eの主要部材の全数にっいて釘等の付着金物の計

数を行った。釘については,大きさをそれぞれ30ミリ以

下,30～90ミリ,90ミリ以上に分けて計数した。

特に,Dの主要部材の中から単純無作為抽出法より,

各10本つつ5群の釘抜き作業供試体を選び,各群ごとに

異なる作業員による釘抜き手間の計測を行った。

表3-1調査対象住宅の概要

                記号解体工法築後年数階数延床つ面ε積屋根材外壁構造調査項目                主要部材発生物手間数欠損部釘等本数釘抜手間部材強度含水率工法検討
                A手壊30167和瓦モルタル◎◎◎○

                B分別30184和瓦モルタル◎◎◎

                C手壊15297和瓦サイディング◎◎◎◎◎◎

                D手壊282120S*モルタル◎◎◎◎◎○◎◎

                E手壊632128和瓦モルタル◎◎◎◎◎◎◎

                F分別44142和瓦板◎○◎

                G分別30155和瓦板◎○◎

                H機械502101和瓦土漆喰◎○◎

                1機械482152和瓦土漆喰◎○◎

◎印は,全数調査○印は,部分調査*屋根材のSは,スレート瓦
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4)ヤング係数及び含水率の計測

C,D,Eの主要部材の全数156,184,181本について,

タッピング法(木材の小口に木槌で衝撃を加え,反対側

の小口においてマイクロホンで衝撃音を測定し,FFT周

波数分析法でヤング係数を求める計器を使用する。)によ

りヤング率を,高周波含水率計により含水率の測定を行

った。

5)解体工法の検討のための調査

F,G,H,1の4棟について,解体前に建築様式,

使用部材等についての詳細な調査を行い,続いて解体工

事の一部始終を観察し,発生物の性状や解体作業の手順

等を調べ検討のための資料とした。

4調査結果及び考察

4.1手壊し法と分別法との比較

1)発生物量及び有効利用量の比較

A,Bについて,発生物量と有効利用量との比較を表

4-1に示した。分別法では混合物となって廃棄処分され

ていたものの中から,手壊し法により木くずの26%,コ

ンクリート片の69%を新たに資源として分別回収する

ことができ,処分すべき混合廃棄物の比率は,39%から

10%へほぼ4分の1に減少した。また,有効利用率は,

分別法の25%に対し,手壊し法では,50%となり,特

に,木材においては,3%から12%へ増大した。

2)廃棄物処分費用の比較

有効利用できずに処理処分する廃棄物について,表4-2

に示すとおり種別ごとの処分単価を乗じることにより処

分費用の比較を行った。この結果手壊し法は,分別法に

比較して単位床面積当りで3.3(千円/㎡)だけ処分費

用が少なくて済み,手壊し法は,分別法に比較して,処

分量で約50%,処分費用で約40%少なくなることがわか

った。

3)解体手間数の比較

解体手間数の計測結果を表4-3に示した。この結果

をもとに,単位床面積当りの人工数を求めると,手壊し

法,分別法の手間数はそれぞれ0.18,0.03(人・日/

㎡)となり,手壊し法は分別法に比較して,0.15人・日

/㎡多く要する結果となった注3)。

表4-1解体発生物の数量と有効利用量

(単位:左欄kg/㎡床面積,右欄発生量合計に対する%)

         種別手壊し解体(A)分別解体(B)
         発生量有効利用量発生量有効利用量

         木くず7813.96411.54911.0133.0

         CO片34762.521037.816536.99521.3

         瓦5810.5004510.100

         石膏B101.90092.100

         金属等91.640.840.920.5

         混合物549.60017439.000

         計55610027850.144610011024.8

表4-・2廃棄物処分費用の比較

(単位単価,費用:千円,処分量:ton)

      種別単価住宅A住宅B
      処分量費用処分量費用

      木くず150.913.53.146.5

      瓦53.919.53.919.5

      CO片59.346.55.628.0

      石膏B100.77.00.77.0

      金属等50.31.50.21.0

      混合物203.67214ユ282

      計一18.716027.6384

表4-3工程ごとの解体手間数の比較

(単位:人・時)

    区分工程住宅A住宅B

    内部家具・建具、内壁・石膏B共通(手作業)
    胴縁・間柱、天井・造作12.4機械

    外壁モルタル壁、庇・戸袋20.2

    屋根瓦・屋根材共通(手作業)

    野地板・垂木6.6機械計16    軸組小屋組、梁・桁、柱・鴨居23.8

    床組床板・根太、大引・土台7.7

    基礎基礎コンクリート、整地共通(機械)

    計70,716
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4.2主要部材の種別ごとの数量

D主要部材及び端材の発生量

調査対象住宅A～1について柱,梁等の主要部材の種

別ごとの数量を調査した。解体を手壊し法で行ったもの

については,発生した主要部材の全数の寸法から材積を

求めた。また,機械解体や分別法で行ったものについて

は,解体前に建築物の主要構造部を詳細に調査し,使用

されている主要部材を積上げて数量を推定した。結果を

表4-4に示した。

本調査においては,主要部材以外の廃木材,すなわち

垂木,胴縁,板,化粧合板等の端材については,生かし

取りを行わず,チップ材,燃料材等に有効利用する目的

で大部分は手作業で行うが,主要部材を損傷しない程度

に動力工具,重機を使用して作業を行った。

これらの排出量の測定は,A,Cについては,現場で

嵩を計測し材積を概算で求め,D,Eについては,搬出

車両への積込み数量から材積を推計注4)し,これらの値

を元に主要部材の廃木材に占める割合を求め表4--5に

示した。

2)廃木材の発生量に係る検討

本調査における全木材発生量は,表4-5に示したとおり

A,C,D及びEについて計測した結果,それぞれ0.156,

0.189,0.148,0.140㎡/㎡,平均すると0.158㎡/㎡

であった。これらの値は,ほかのいろいろな研究調査注5)

の結果に近いものであった。また,主要部材の発生量及

び主要部材の全木材に対する発生量の比率は,それぞれ

平均すると0.060㎡/㎡及び38.0%であった。主要部材

の発生量の比率は,同様に別の調査注6)では,51.6%と

いう結果が示されており,本調査の値が小さくなってい

るが,本調査では主要部材のうち木口の一辺の寸法が90

mm以上,長さが2メートル以上の部材のみを有効利用

が可能な部材として生かし取りし計量したことによるも

のである。

しかしながら,手壊し法においては,建築用材への有効

利用が可能な主要部材が得られる割合が重要となり,こ

の値が低い場合には手壊し法を採用しても経済的に採算

が取れないことになる。解体前の確実な調査により,い

ずれのシステムを採用するかを判断する必要がある。

表4-4主要部材の種別ごとの数量

(単位:材積は㎡,延床は㎡,数は本)

                 記延階柱梁桁母屋大引土台合計
                 号床数材積数材積数材積数材積数材積数材積数材積数

                 1,2440,7630,7350,5960,3680,5794,285
                 A671441013181417116

                 0,0190,Ol10,0110,0090,0050,0090,064

                 1,2440,9161,1310,8960,3680,6135,168
                 B841441220271419136

                 0,0150,0110,0130,0110,0040,0070,062

                 1,8960,9732,3710.50,3040,6586,702
                 C972641133181119156

                 0.020.010,0240,0050,0030,0070,069

                 2,5051,5891,4020.530,4750,4526,953
                 D1202662733261814184

                 0,0210,0130,0120,0040,0040,0040,058

                 1.761,4971.090.50,5650.525,932
                 E1282663234171715181

                 0,Ol40,0120,0090,0040,0040,0040,046

                 0,8910,6240,5760.320,3520,3963,159
                 F4212766108966

                 0,0210,0150,Ol40,0080,0080,0090,075

                 1,1220,9220,6480,5430,3730,5394,147
                 G551349812151795

                 0.020,0170,0120.010,0070.010,075

                 1,8812.880,7040,4160.640,5287,049
                 H1012572416132012142

                 0,0190,0290,0070,0040,0060,0050.07

                 3,2513.261,9671,2341,2351,54412.49
                 11522942040282835245

                 0,0210,0210,0130,0080,0080.010,082

                 平均940,0190,Ol50,0130,0070,0060,0070,067

(注記)材積の下段は,単位床面積当りに換算した数値(㎡)で,最下段に全体の平均値を示した。

一233一 住総研研究年報No.30,2003年版



表4-5主要部材の廃木材に占める比率

表4-6部材の単位長さ当り欠損の箇所数

(単位:箇所/m)

                (単位:㎡/床面積1㎡)部材ほぞほぞ穴切欠き計
                項目ACDE平均DEDEDEDE

                廃木材0,1560,1890,1480,1400,158柱0.640.670.50.361.580.952.071.42

                主要部材0,0640,0720,0580,0460,060梁0.490.560.710.610.691.821.152.58

                比率(%)41.036.439.233.138.0桁0.610.661.090.691.331.632.562.37

                4.3主要部材の性状等について1)目視による腐朽,蟻害,割れ,裂けの判定手壊し法で解体したものについて目視により腐朽,蟻母屋0.450.570.90.51.331.121.981.45                大引0.620.510.201.491.071.481.15

                土台0.420.530.70.761.830.922.41.95

                平均0.540.580.680.491.381.251.941.82

害の状況を判定した結果,築後30年のAで柱の16%,

土台の24%に,築後15年のCで柱の5%,土台の21%

に軽微な又は顕著な腐朽が見られた。また,D及びEに

ついては,顕著な腐朽,蟻害のみについて判定を行った

結果,築後28年のDで腐朽が1%,蟻害が2%,築後

63年のEで腐朽,蟻害がそれぞれ3%つつ見られた。こ

れらの結果から,腐朽,蟻害の顕在率は,住宅の築後年

数よりもむしろ住宅の環境や管理状況に依存するように

思われる。

日本農林規格(JAS)に規定する目視による腐朽の評

価法を住宅解体廃木材に適用する場合,次の点において

問題点があった。

①廃木材の表面に変色,劣化,塗装,カビなどがあるも

のの判定②評価のレベルである「なし」,「軽微」,「顕

著」の客観的な判定③材の表面には目立たなくても被

害が材の深部に広がっているものの判定

この問題に対処するため,木材用の表面硬さ計(一定

の圧力の強さで針状の突起を材面から嵌入させその深さ

を測定し硬さの評価を行う計器)を用いてEの主要部材

の全数について,材の両端及び中央の3点を測定し結果

を検討して見たが,測定する部位が材全体からするとあ

まりに局所的であること,材種や材の含水率による影響

が支配的であることなどの理由により腐朽,蟻害の評価

指標に採用するに至らなかった。

2)仕ロ,継手等の加工による欠損部位の計数

住宅解体廃木材の性状で最も大きな特性となるものは,

建築時点における切込み加工痕の欠損が存在することで

ある。D及びEについて部材ごとの欠損の種別及びそれ

らの数を計測した。結果を表4-6に示した。

また,手壊し法によっても解体工事の過程で部材が損

傷を受けることがあるため,Dの全ての主要部材につい

て損傷の有無を調べた結果,184本中,折れが4本,裂

け(割れ)が14本,欠けが6本あり,解体により何らか

の損傷を生じた部材は,全体の18%を占めた。

3)釘等の付着金物類の計測

D及びEの主要部材の全数を対象に,部材の種別ごと

(表注)調査部材数は,D184本,E181本

表4-7部材の単位長さ当り釘の付着数

(単位:本/m)

         部材〈3030-9090<計
         DEDEDEDE

         柱8.59.82.53.00.91.610.29.7

         梁6.77.11.82.31.11.33.33.2

         桁4.07.51.32.91.21.62.94.0

         母屋2.512.31.42.11.21.32.67.5

         大引2.52.62.11.31.11.03.51.5

         土台2.516.01.72.81.31.33.710.2

         平均4.49.21.82.41.11.34.46.2

(表注)最上段は,釘の長さの区分で単位は,

調査部材数は,Dl84本,E181本

ミリメートル

に付着している釘を長さでく30,30-90,90<(単位:

mm)の3区分について計数した。結果を表4-7に示し

 た。

また,Dの釘以外の付着金物等にっいて計数した結果,

ステープルが最も多くラス金網用が184本中24本に電線

用が15本に見られ,続いてかすがいが9本,ドア金物が

6本,カーテン金物が6本,ボルトが5本,樋金物が5

本,羽子板金物が4本の部材にそれぞれ付着していた。

なお,複数の金物等の付着している部材は,重複して

計数した。

4)釘抜きの手間数の計測

Cの主要部材156本について,全数の釘仕舞い作業(ス

テープル、かすがい等の付着金物を含む。)を行った結果、

手間数は、1人・日で、解体作業全体の手間数の5%で

あった。

また,Dの主要部材について5人の調査員が,各自無

作為に抽出した10本つつの部材に付着している釘の全

数を抜く作業手間数(休憩時間を含まない正味の時間)
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を計測した。この結果,平均して34分を要し1分当りの

抜釘数は,7本であった。この結果をCの結果と比較す

るため,156本当りに換算すると8.84時間となり,休憩

時間を考慮した実作業時間を1日6時間とすると約1.5

人・日となり,ほぼCの結果と同様であった。

5)部材の強度及び含水率の測定

Cの主要部材156本について,曲げヤング係数の測定

を行った結果,全ての部材において,機械等級区分製材

の規格(JAS)における曲げ性能基準の40tonf/cm2以

上を満たしていた。

また,C,Dの主要部材の全数それぞれ156本,184

本について含水率(全乾重量に対する水分量の百分率)

を測定した。結果を表4--8に示した。部材の種別により

乾燥の度合いは異なるが,部材ごとの平均値は,日本農

林規格(JAS)に規定する乾燥材の乾燥区分であるD15

(15%以下),D20(20%以下),D25(25%以下)のい

ずれかに該当し良好な乾燥状態にあった。

表4-8主要部材の含水率

(単位:%)

     部材CD
     含水率区分含水率区分

     柱14.6D1515.4D20

     梁14.5D1518.2D20

     桁14.7D1513.4D15

     母屋9.7D1511.3D15

     大引17.5D2022.4D25

     土台16.8D2017.5D20

     平均14.5D1516.4D20

(表注)調査部材数は,C184本,Dl81本

5有効利用システムの評価

5.1環境及び経済的側面

A,Bにおける調査結果をもとに,手壊し法と分別法

とを解体作業,廃棄物処理,再資源化の各過程に分け,

環境,経済の両側面から表5-1に示す項目及び指標につ

いて評価を行った。比較は,手壊し法と分別法の両法が,

解体作業,廃棄物処理,再資源化の各過程で異なる取扱

がなされた部分のみを抽出して行った。

なお,積上げに用いた燃料・電力についてのLC-CO2

排出原単位は,軽油0.779kg-C/1,A重油0.705kg-C

/1,電力0.129kg-C/kwh(日本建築学会の公表デー

タ)である。また、使用する資機材及び生産設備を製造

する場合に必要なエネルギーは、これらを使用する際の

エネルギーに比較すると十分小さいことがわかったので、

ここでは積上げの項目から除外した。

評価の指標は,環境については,CO2換算のエネルギ

一消費量(kg-C)を,経済については,経費と売上の合

算額(千円)を用い表5-2にそれらの結果をまとめた。

環境側面から見ると手壊し法は、資源回収においてエ

ネルギー消費が多いが、解体工事、廃棄処分過程におい

ては少なく、総合評価では、分別法に比較して優れてい

た。経済側面から見ると手壊し法は、解体には手間数が

要り経費が多くかかるが、廃棄処分費用が少なく、資源

回収では再生品の価格が高く、総合評価では、分別法に

比較して優れていた。

このように解体作業,廃棄物処理,再資源化の全てに

わたり総合的な評価を行うと,手壊し法が分別法に比較

して環境側面でのエネルギー消費及び経済側面での所要

経費がともに少なく,優れた有効利用システムであるこ

とがわかった。

表5-1各過程ごとの評価指標

   評価指標
   過程

   環境面経済面

   解体重機,車両の燃料(軽作業手間数(賃金),機

   作業油)使用量械,車両のリース料金

   廃棄物廃棄物処分場の設備,
   廃棄物処分料金

   処理重機の燃料使用量

   製造の経費(売上額の
   再資各生産設備の電力使用

   50%相当),製品の売上

   源化量額

5.2古材の建築用材への加工

古材をチップ材に再資源化する限りでは,多少の材質

の劣化・腐朽,欠損,付着金物等は支障にならないが,

建築用材として再資源化するに当たっては一定の要件を

クリアしなくてはならない。

A,C,D及びEについて手壊し法で得られた主要部

材の測定結果から判断する限り,ごく少数の著しい腐朽

のある部材を除き,釘等の付着金物を除去すれば木質材

料としての観点からは古材,再製材,集成材の用材とし

て十分価値があり,含水率は,各部材ともほぼ気乾平衡

状態にあり,これらの用材としては理想的であった。

5.3木材資源の循環

建築解体廃木材の再資源化は,世界的に枯渇が懸念さ

れている森林資源の保全に重要な役割を担っている。同

時に,木材資源は,地球環境における炭素循環に大きく

係わっており,建築用材として住宅中に再ストックされ

ることにより大気中のCO2を一定期間固定することが可
能で,地球環境保全の見地からも効果を期待できる。文

14・15)手壊し法により主要部材の全てを建築用材として
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表5-2手壊し法と分別法との環境,経済面における評価

     評価項目環境側面:エネルキ㌧消費量(kg-C/㎡床面積)経済側面:経費,売上額(千円/㎡床面積)
     手壊し分別手壊し分別

     解体工事1.151.722.701.39

     廃棄処分0.190.622.394.70

     資源回収0.550.30△1.13△0.09

     総合評価1.892.643.966.00

(注)資源回収の△印は資源化製品の製造経費を差し引いた売上額を示す。経費

としてはマイナス表示となる。

住宅中に再ストックできたと仮定して計算すると,炭素

量に換算して15.6kg/床面積1㎡となった。手壊し法

による木材の循環モデルを図5-1に示した。図中黒い矢

印で示した循環のサイクルが本システムの炭素循環効果

を示している。

用した新たな規格を制定し,ユーザーに対する信頼と便

宜を図る必要がある。

4)古材の流通販売のための施策

現在ではすでに過去のものとなっている,古材を新築

の建築用材に再利用する伝統技術を復活させ,古材の需

5.4事業化の要件及び可能性

本調査研究の当初の目的は,住宅解体廃木材を建築用

材等に有効利用するための実証試験及びシステム開発で

あったが,最終目的は,住宅解体廃木材の有効利用の事

業化に向け本システムの完成をめざすものである。

今後,古材製品を使用した建築の施工など本システムの

普及に当っての社会経済的な課題を抽出し,それらの解

決方法等について検討してみた。

1)解体工法の普及

住宅解体業者には,従来,廃棄物処理業やとび土工業

を営んでいた者が多く建築についての経験が少ない。し

たがって,建築の知識が必要となる手壊し解体工事につ

いては,建築士などが作業監督者になり作業を統括する

必要がある。このためには,手壊し解体工事の手引き書

を作成しこれに基づき作業監督者及び作業従事者に対す

る教育訓練を行う必要がある。

2)手壊し法の適用に係る評価法

これまでの調査結果から,本システムを採用するに当

っては,建築用材となる主要部材の発生する割合が一定

以上の値であることが経済的に採算の取れる要件となる

ため,事前調査のデータを解析し,何れのシステムを採

用するかを判断する客観的な評価法を作成する必要があ

 る。

3)古材及び古材加工製品の品質規格

主要部材の付着金物を除去し表面を清浄した古材製

品,表面を削ぎ取った再製材品及び廃木材のラミナーか

ら加工した集成材品等の建築用材については,新材にあ

るような構造用製材の日本農林規格(JAS)の定めが無

いため,これらの品質水準を確保するために,JASを準

建設

供用
ストック

除却
手壊し法

古材
再製材
集成材

図5-1手壊し法による木材の循環モデル

         手壊し解体古材流通センター(事務所、集積場、直売場)哩          テ
ザ
i量
業
煮
個
さ

         主要部材

                           古材加工所

                  再製材工場小売店DIY店
                  集成材工場

         

図5-2古材製品の流通販売概念図
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要拡大を図る必要がある。また,古材やそれらを加工し

た製品の流通を促進するため,製品倉庫や直売場等を含

めた流通販売システムを整備する必要がある。これには,

流通の中心となる古材流通センターがネットワークを通

じて、住宅解体情報を収集するとともに、古材加工所、

再製材工場、集成材工場等の生産部門及び小売店やユー

ザーとの連携を図ることが重要である。このような流通

販売の概念図を図5-2に示した。

6まとめ

循環型社会の形成へ向けて解決しなくてはならない

問題の一つとして廃棄物問題がある。廃棄物問題の対策

については、これまでに法律などの社会制度の確立や適

正処理技術などが開発されてきた。しかしながら、これ

までの対策が廃棄物となってしまった後の対策、すなわ

ちエンド・オブ・パイプ(end-of-pipe)対策であり根本

的な解決には至らなかった。

廃棄物問題の解決は、廃棄物の処理・処分を徹底する

だけでは限界があるとのこれまでの経験に基づき、経済

活動の中における物質収支を考慮に入れるとともに持続

可能な発展を指向する「循環型社会」の実現をめざす方

向性が提案された。平成12年6月に、循環型社会の形

成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための

基本法として循環型社会形成推進基本法(循環基本法)

が制定された。

本研究調査のテーマである手壊し法による住宅解体

廃木材の有効利用は、物質循環のサイクルを上流側にさ

かのぼり、廃棄物の発生段階である住宅の解体工法のあ

り方に注目したものである。本研究主査らは、廃棄物問

題を解決するために最も適切と考えられる解体工法を開

発し、実際の住宅解体に適用する実証試験を行った。

手壊し法を用いた解体工事の調査や得られた古材の

集成材等への試験加工などから次のことが明らかになっ

 た。

①解体作業,廃棄物処理,再資源化の全て過程にわたり

総合的な評価を行うと,手壊し法が分別法に比較して環

境側面でのエネルギー消費及び経済側面での所要経費が

ともに少なく優れたシステムである。

②生かし取りで得られた主要部材は,少数の腐朽材を廃

棄し付着金物類を除去すれば,古材,再製材,集成材等

に整備・加工したものが建築用材として有効利用するこ

とが可能である。

③本システムを取り入れて環境効率性の高い住宅解体と

して事業化を行うに当っては、解決しなければならない

解体工法の普及活動,古材及びその加工製品に係る品質

規格の制定,古材の流通販売システム確立等いくっかの

課題がある。

今後,手壊し法が広く普及されるためには,解体技術

の普及を図ると同時に,古材製品の供給先となる木造建

築において,古材を建築用材として活用するための伝統

工法の継承が確実に行われるよう建築技術者を養成する

ことが重要になるものと思われる。

また,住宅の建築年代が新しくなるにつれ,接合金物

の多用、金属・プラスチック等の複合材料の使用、ボー

ドを釘打ちした構造等が増え解体作業に支障が出始めて

おり,早急に住宅建築の易解体設計の導入を図る必要が

ある。この問題については,研究主査らの今後の研究課

題としたい。

<注>

1)建設リサイクル法第16条の規定によると,特定建設資材廃

棄物(コンクリート,コンクリート及び鉄からなる建設資

材,木材,アスファルト・コンクリート)については,再

資源化が義務付けされているが,このうち木材については,

50キロメートル以内に再資源化施設が無い等の理由がある

場合には縮減(焼却処分を意味する)すれば足りるとされ

ている。

2)産業廃棄物の不法投棄量は、都道府県及び保健所設置市が把

握した全国集計値によると、全排出量のほぼ1%に当る約

40万トンにのぼり、これらが、毎年、全国の至るところに

投棄されている文ゆ。産業廃棄物の不法投棄件数及び数量と

もに建設系廃棄物の占める割合は極めて大きく、全体の3

分の2を超えるほどである。これは、建設業が他の産業と

比較して資源投入量が特に大きいことに関係している。ま

た、不法投棄の現場の原状回復は、投棄実行者、土地所有

者、排出事業者(実行者以外)、地方公共団体等により行わ

れているが、当事者の資力不足、指導に従わない、行方不

明等の理由による困難のため、平成12年度の実績を見ても

不法投棄の約40%しか達成できておらず、年々、不法投棄

廃棄物の蓄積量は増加の一途をたどっている。

3)これらの値は、野城の調査文17)による移築解体の0.18～

0.21人・日/㎡,除去解体の0.05～0.08人・日/㎡にそれ

ぞれ近似した結果となった。

4)端材(垂木,胴縁,板,化粧合板等)を車両(4トン車)

のボディに高さ1メートルで整然と積込んだ場合,平均し

て1.2トンの重量があることが処分場のトラックスケール

による繰返し計測結果から求められている。

5)木造住宅の建築時における木材使用量については,建設物

価調査会が単位面積当たりの投入原単位を0.212㎡/㎡と

しており,一方,クリーン・ジャパン・センターは,この

15%に当たる0.032㎡/㎡が工事中に発生する端材などの

廃木材の原単位量に相当するとしている。文12)したがって,

建築物にストックされている木材量,すなわち解体廃木材

は,その差をとって0ユ8㎡/㎡と見なすことができる。

また,財団法人日本住宅・木材技術センターの調査文且8)に
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よれば,2階建ての在来工法住宅における単位床面積当た

りの木材使用量を0.191㎡/㎡としており,ほぼ近接した

値となっている。なお,この数値は,全国の平均値で,都

道府県ごとの木材使用量は,徳島県の0.2718㎡/㎡から大

分県の0.1588㎡/㎡までかなりの幅がある。さらに,本調

査と同様の手壊し解体を行い発生した木くずを計測したも

のとしては,埼玉県解体業協会が行った単位床面積当たり

の木くずの発生量0.202㎡/㎡がある。

6)木造住宅で用いる各部材の全木材に占める使用割合につい

て,製材工場から得た35件の木拾い表を元に集計した報告

文19)によると,柱11。1%,母屋5.3%,大引2.3%,土台4.6%,

梁・桁28.3%(以下省略)とされており,主要部材の占め

る比率は,全木材の51.6%に相当するとある。
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